【参考様式１】

造船クラスター形成支援支援事業
企画運営業務提案書
	

Ⅰ　提案者の優位性
　ⅰ　類似業務に関する実績等

	
　※過去の受託実績等について、下記例示を参考に記載してください。

　（１）国、地方自治体、公的機関等からの造船・舶用工業・海事分野に関する業務受託実績、または造船関連事業者に対する経営改善・生産性向上・DX推進等のコンサルティング実績について記載してください。
	実施年次
	クライアント
	事業費
	事業内容
	成果

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	



　（2）造船特有の生産工程や構造に関する企業としての知見・ノウハウの蓄積状況について記載してください。









　 (3）行政、業界団体、事業者等の多角的な関係者参画する協議プラットフォームの運営などのプロジェクトマネジメント業務の経験・ノウハウについて記載してください。
	実施年次
	クライアント
	事業費
	事業内容
	成果

	
	

	

	

	


	
	

	

	

	


	
	

	

	

	







　ⅱ　本業務に携わる者に関する実績等

	
　　※本業務に携わるスタッフについて、下記例示を参考に記載してください。
　　　
	氏名
	専門分野
	実績
	関連する資格

	

	

	

	


	

	

	

	


	

	

	

	


	

	

	

	


	

	

	

	


	

	

	

	


	

	

	

	








Ⅱ　業務の実施体制及びスケジュール
　ⅰ　業務の実施体制
※下記【記入イメージ】を例に、組織体制を示す図を記載してください。
	　
【記入イメージ】


業務管理者
・役職名　　氏名　
事業管理担当
・役職名　　氏名　
事業推進担当
・役職名　　氏名　
組織体制を示す図を記載してください。












〔例〕
・業務従事者に対する指揮監督は業務管理者が行う。
・事業管理担当は〇〇〇に従事し、事業推進担当は〇〇〇に従事する。
・〇〇〇の業務については、再委託をする。









業務内容の分担や人員等の説明を記載してください。






　　　※技術面からの専門的な支援を行うに当たり、再委託が必要な場合は、次の項目を記載してください。

	企業名＊注
	専門分野
	実績

	

	

	


	

	

	



　　　　＊注）企業名は、再委託予定A社など、プロポーザル参加者が特定できない範囲で
記載してください。





ⅱ　スケジュール
下記に、本業務の実施スケジュール(案)をタスク別に細分化し、具体的に記載してください。
	　


Ⅲ　具体的な企画内容
　　ⅰ　協議プラットフォームの運営支援業務
	　※次の項目について、具体的に記載してください。

（１）関係調整および協議運用の具体的提案
県、関係行政機関（運輸局・経産局等）、造船事業者、舶用工業事業者、造船協力事業者等の多角的な関係者間における合意形成の調整手法および協議プロセスの設計について記載してください。













（2） 議題設定および議論深化の工夫
　全3回の協議プラットフォーム開催に向けた効果的なテーマ設定、及び議論の活性化・実効性確保のための事前準備・ファシリテーション手法について記載してください。

























ⅱ　サプライチェーン及び構造的課題の調査・可視化
	[bookmark: _Hlk219477353]　※次の項目について、具体的に記載してください。

（１）現状認識・不足情報の特定および収集アプローチ
現時点で把握している本県造船産業の構造的特徴および潜在的課題（設備老朽化、省力化・DX遅れ、技能継承、サプライチェーンの依存関係等）を提示したうえで、解明すべき未把握情報を特定し、効果的に補完・集約するための調査設計・収集方法について記載してください。

















（２）現場ヒアリング・構造化・可視化の手法
造船事業者、舶用工業事業者、造船協力事業者等の潜在的課題や定性・定量データを引き出す具体的面談手法と、収集した情報を分析してサプライチェーン全体の依存関係やボトルネックを論理的に整理・図式化するアプローチ手法について記載してください。

























ⅲ　層別・企業別の課題対応整理及び最適支援制度の体系化
	　※次の項目について、具体的に記載してください。

（１）国の最新施策の把握・体系化手法
国の概算要求等を含む最新動向を迅速に把握・分析し、造船業再生基金や各種補助金を企業の規模や課題に応じて精度高く分類させる具体的視点及び手法について記載してください。

















（２）実効性の高い活用方針・展開アプローチ
単なる制度一覧の提示にとどまらず、事業者が迷わず制度活用や設備投資へ踏み出せるような実現可能性の高い活用方針及び展開アプローチ手法について記載してください。


























ⅳ　支援制度の活用促進及び申請伴走支援
	　※次の項目について、具体的に記載してください。

（１）申請伴走支援の実効性あるアプローチ
国の概算要求などの最新動向を踏まえた採択戦略の提案、ならびに具体的な伴走支援体制・事業者への働きかけ手法と、支援の実効性を担保するための具体的な申請計画書策定の支援目標件数（目標設定の根拠含む）の記載について記載してください。

















（２）地域固有課題・県独自支援策の抽出手法
[bookmark: _GoBack]国の制度では対応しきれない制度の隙間や地域固有ニーズを洗い出し、県の支援施策の検討へつなげるための分析・集約手法について記載してください。


























ⅴ　中間報告・最終調査報告書の作成
	　※次の項目について、具体的に記載してください。

（１）中間取りまとめの構成および活用アプローチ
国の動向等も加味した上で、県の予算要求等の判断材料として直ちに活用できるよう、論点や課題の整理結果を分かりやすく集約・提示する中間とりまとめの構成案及び活用アプローチについて記載してください。

















（２）実効性の高い活用方針・展開アプローチ
協議プラットフォームの運営成果、調査結果、申請伴走実績等を網羅し、県の産業振興施策に直接資する品質でとりまとめるための最終成果報告書の構成案及び集約手法について記載してください。


























Ⅳ　全体設計
ⅰ　予算及び経費内訳

	※業務に関する予算額及び経費内訳を具体的に記載してください。














































